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地方公共団体の出資する公益法人その他
であって、その名称に「公社」の文字が
用いられているもの）
（上記の機関が発注した業務の場合は再
委託でもよい。）
・民間企業
 対象設備は次のからのいずれか１つ
の設備とする。
 多重無線設備
 端局設備
 遠方監視設備
 交換設備
 長距離（30㎞以上）用光伝送設備
 移動体通信設備
 模写伝送装置
 ネットワーク設備
 高圧受変電設備
 非常用発電設備（10以上）
 ダム又は堰放流制御設備

 本業務の配置予定管理技術者は、申請書等
の提出期限の時点で次のからのいずれか
１つの条件及び、契約締結時点でからの
条件を満たすこと。
なお、業務経験は、電気通信施設点検基準
（案）によるいずれか１つの設備の保守又は
点検業務（再委託の実績含む）の実績又は建
設業法上の建設工事のうち「電気工事」又は
「電気通信工事」の施工実績、もしくは製造
契約の契約実績とする。
 学校教育法による大学、短期大学、高等
専門学校もしくはこれらに相当する外国の
学校において、電気工学又は電気通信工学
に関する学科若しくはこれらに相当する外
国の学科を修めた者、もしくは専修学校に
おいて電気工学又は電気通信工学に関する
学科を修め、専門士もしくは高度専門士と
称する者で、卒業後３年以上の業務経験を
有する者であること。
 学校教育法による高等学校、中等教育学
校、専修学校もしくはこれらに相当する外
国の学校において、電気工学又は電気通信
工学に関する学科若しくはこれに相当する
外国の学科を修めた者で、卒業後５年以上
の業務経験を有する者であること。

 上記及び以外の者で、７年以上の業
務経験を有する者であること。
 第一級総合無線通信士、第二級総合無線
通信士、第一級陸上無線技術士、第二級陸
上無線技術士、第一級陸上特殊無線技士の
いずれかの資格を有し、業務経験が３年以
上ある者であること。
 第一種電気主任技術者、第二種電気主任
技術者、第三種電気主任技術者のいずれか
の資格を有し、業務経験が３年以上ある者
であること。
 第二種電気工事士の資格を有し、業務経
験が３年以上ある者であること。
 技術士（総合技術監理部門（選択科目を
「電気電子」とするものに限る））、技術士
（電気電子部門）のいずれかの資格を有す
る者であること。
 一級電気工事施工管理技士、二級電気工
事施工管理技士のいずれかの資格を有する
者であること。
 一級電気通信工事施工管理技士、二級電
気通信工事施工管理技士のいずれかの資格
を有する者であること。
 第一種電気工事士の資格を有する者であ
ること。
 通常の勤務時間において２時間以内に履
行場所（大町ダム管理所）に到着できる場
所を主たる勤務地とし、又は夜間、休日に
おいて２時間以内に履行場所（大町ダム管
理所）に到着できること。
 配置予定管理技術者は、国土交通省発注
の他の保守業務、点検業務又は運転監視業
務の管理技術者を兼務することができる。
なお、兼務する場合は、契約締結時点の
手持ち業務量（電気通信施設の保守業務、
点検業務及び運転監視業務の当初請負金額
の合計をいう。）は、２億円未満かつ４件以
下であること（本業務を含み、契約済み及
び落札決定後未契約のものを含む）。
配置予定管理技術者は、複数申請できる
ものとする。
なお、配置予定管理技術者を複数申請す
る場合は、落札決定後に上記条件を満たす
者を管理技術者として特定するものとす
る。

本業務の管理技術者が、他の保守業務、
点検業務又は運転監視業務を兼務する場合
は、本業務の履行開始までに発注者に兼務
しようとする業務の概要を届出なければな
らない。
管理技術者の手持ち業務量は、本業務の
契約締結日から履行期間中に上記条件を超
えないこととし、超えた場合には遅滞なく
その旨を報告しなければならない。その上
で業務の履行を継続することが著しく不適
当と認められる場合には、当該管理技術者
を、以下の⒜～⒞までの全ての要件を満た
す技術者に交代させる等の措置請求を行う
場合がある。
⒜ 当該管理技術者と同等の業務実績（入
札説明書又は特記仕様書で規定している
業務実績）を有する者であること。
⒝ 当該管理技術者と同等の技術者資格
（入札説明書又は特記仕様書で規定して
いる資格及び実務経験等）を有する者で
あること。
⒞ 手持ち業務量が当該業務の入札説明書
又は特記仕様書において設定している、
配置予定管理技術者の手持ち業務量の制
限を超えない者であること。

 配置予定管理技術者は、入札参加希望者
との間で直接的かつ恒常的な雇用関係があ
ること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒3980001 長野県大町市平字ナロヲ大ク
ボ211271 国土交通省北陸地方整備局大町
ダム管理所総務係 池田 洋平 電話0261
224511 内線212
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法等
 交付期間 令和２年１月９日から令和２
年３月４日までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日９時00分から17時00分まで。
 交付場所及び方法 電子調達システムに
より交付する。ただし、電子調達システム
から交付を受けることができない場合は、
３にて書面による交付を受けること。な
お、郵送希望者は返送用の封筒（切手添付）
を３宛てに送付すること。

 電子入札により参加する場合の申請書等の
提出及び紙入札方式にて参加する場合におけ
る申請書等の提出について
 提出期限 令和２年２月７日17時00分
 提出場所
⒜ 電子入札の場合・・・電子調達システ
ム（https://www.geps.go.jp/）
⒝ 紙入札方式の場合・・３に同じ
 提出方法 電子調達システムによる。紙
入札方式の場合は持参又は郵送にて提出す
ること。詳細は入札説明書による。

 電子入札及び紙入札方式の場合における入
札書の提出について
 提出期限 令和２年３月４日17時00分
 提出場所
⒜ 電子入札の場合・・３⒜に同じ
⒝ 紙入札方式の場合・・３に同じ
 提出方法 電子調達システムによる。紙
入札方式の場合は持参又は郵送にて提出す
ること。詳細は入札説明書による。

 開札の日時及び場所
 開札日時 令和２年３月５日14時00分
 開札場所 国土交通省北陸地方整備局大
町ダム管理所３Ｆ会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 電子調達システムから入札説明書の交付
を受ける場合、必要事項を正確に入力する
とともに、「ダウンロードした案件について
訂正・取消が行われた際に更新通知メール
の配信を希望する」と記載されている箇所
のチェックボックスに、必ずチェックを付
けなければならない。
チェックを付けることを怠った場合や、
メールアドレスの記載に誤りがあると、仕
様書の訂正や質問に対する回答等で資料の
追加等が生じた際に、更新通知メールが届
かないこととなる。その場合は競争参加資
格「無」若しくは入札無効となるので注意
されたい。
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